
令和６年度 丹波市防災会議次第 

 

日時：令和７年２月 13日（木） 

午後２時 00 分から 

場所：丹波市役所 第１会議室 

                             一部オンライン開催 

 

 １ 開 会 

 

 

 ２ 会長あいさつ 

 

 

 ３ 報告事項 

 （１）令和６年度「自然災害の対応状況」について          〈資料 NO.１〉 

 

 （２）令和６年度「防災・減災等の取組」について          〈資料 NO.２〉 

 

 （３）丹波市災害配備体制の変更について              〈資料 NO.３〉 

 

 

 ４ 連絡事項 

  令和７年度「防災・減災に係る取組、事業の予定」について     〈資料 NO.４〉 

 

 

 ５ その他 

 

 

 ６ 閉 会 
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資料№１ 

 

令和６年度 自然災害の対応状況について 

（令和６年４月～令和６年 12 月） 

 
〔概  要〕 
令和６年度は、前線上の低気圧通過の影響を受けたことにより大雨警報が２回発令され、職

員待機などの警戒態勢をとったが、幸い大きな被害は発生しなかった。 

しかしながら、令和６年１月には能登半島地震が発生し、８月には南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震注意）が発表されるなど、地震活動が活発となった。こうした中、本市においては、

能登半島地震に係る避難所運営業務、住家被害認定調査業務、義援金交付業務等に従事するた

め職員派遣を行ったほか、石川県からの広域避難者の受け入れを行った。 

 

〔対応状況〕 
（１）令和６年５月 28日 大雨 

  ５月 27 日夜遅くから 28 日夕方にかけて前線を伴った低気圧の影響で、南部を中心に雷を

伴った強い雨が降った。 

  本市では、「大雨警報（土砂災害）」、「洪水警報」が発表され、継続的な降雨の影響で、市内

各所で浸水、道路冠水が発生した。その後、高谷川が「避難判断水位」に到達したものの、雨

が小康状態となり大きな災害に至らなかった。 

 

【降雨状況】 

 ・時間最大雨量 … 23.0 ㎜（柏原 5月 28 日 3：00 まで） 

 ・最大総雨量 …  177.0 ㎜（柏原 5月 27 日 21：00 から 5月 28 日 17：00） 
 
【気象警報等】 

発表内容 発表時間 解除時間 

大雨警報（土砂災害） 5 月 28 日（火） 06：26 5 月 28 日（火） 16：32 

洪水警報 5 月 28 日（火） 09：45 5 月 28 日（火） 18：15 
 
  【本部体制】 

本部体制 設置時間 廃止時間 

連絡員待機 5 月 15 日（火） 06：26 5 月 28 日（火） 20：00 

準備体制 5 月 28 日（火） 08：30 5 月 28 日（火） 17：15 
 
  【避難情報】 

   避難所開設なし 
   
  【被害写真】 

氷上町新郷（県道福知山山南線） 氷上町下新庄（民家裏の土砂流出） 
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（２）令和６年 11月２日 大雨 

  東シナ海から日本の南にのびる前線が、11 月２日にかけて西日本へ北上し、前線上の低気

圧が近畿地方を通過した影響により、２日昼過ぎから夕方にかけて大雨となった。 

  本市では、「大雨警報（土砂災害）」、「洪水警報」が発表され、継続的な降雨の影響で、市内

各所で浸水、道路冠水が発生した。その後、加古川（本郷）、高谷川が「避難判断水位」に到

達したものの、雨が小康状態となり大きな災害に至らなかった。 

 

【降雨状況】 

 ・時間最大雨量 … 39.0 ㎜（山南、青田 11月 2 日 13：00 まで） 

 ・最大総雨量 …  154.0 ㎜（青垣 11 月 1日 12：00 から 11 月 2 日 15：00） 
 
【気象警報等】 

発表内容 発表時間 解除時間 

大雨警報（土砂災害） 11 月 2 日（土） 09：20 11 月 2 日（土） 16：08 

洪水警報 11 月 2 日（土） 13：15 11 月 2 日（土） 16：08 
 
  【本部体制】 

本部体制 設置時間 廃止時間 

連絡員待機 11 月 2 日（土） 09：20 11 月 2 日（土） 21：20 

準備体制 11 月 2 日（土） 13：00 11 月 2 日（土） 16：15 
 
  【避難情報】 

   避難所開設なし 
   
  【被害写真】 

春日町黒井（市道平松線） 市島町市ノ貝（市道新道貝市の貝線） 
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令和６年度 防災・減災等の取組について 
 

１ 被災地等への応援等（市職員） 

（１）令和６年能登半島地震に伴う職員派遣 

① 関西広域連合からの要請に基づく派遣 
【第１陣】 
・派遣期間／令和６年１月 11 日（木）～１月 16日（火） 

・派 遣 先／石川県珠洲市（珠洲市健民体育館を拠点として活動） 

・派遣職員／２名 

・応援内容／避難所における被災者のニーズ調査 

第１陣派遣地の様子（令和６年１月 11 日～１月 16 日 石川県珠洲市） 

  

  
 

  【第２陣】 

・派遣期間／令和６年２月３日（土）～２月８日（木） 

・派 遣 先／石川県珠洲市（珠洲市民図書館を拠点として活動） 

・派遣職員／２名 

・応援内容／住家被害認定第１次調査 

第２陣派遣地の様子（令和６年２月３日～２月８日 石川県珠洲市） 
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【第３陣】 

・派遣期間／令和６年４月 12 日（金）～４月 19日（金） 

・派 遣 先／石川県珠洲市（珠洲市役所を拠点として活動） 

・派遣職員／２名 

・応援内容／義援金の申請受付、問合せ対応、支払業務補助及び国支援金（被災者生活 

再建支援金）の処理サポート 

第３陣派遣地の様子（令和６年４月 12 日～４月 19 日 石川県珠洲市） 

  

 

② 緊急消防援助隊派遣 

【第１次隊】 

・派遣期間／令和６年１月 15 日（月）～１月 20日（土） 

・派 遣 先／石川県輪島市、鳳珠郡能登町 

・派遣職員／隊員３人 

・従事内容／応援先市町村での救急対応等 

第１次隊派遣地の様子（令和６年１月 15日～１月 20 日 石川県鳳珠郡能登町） 

  

 

【第２次隊】 

・派遣期間／令和６年１月 19 日（金）～１月 24日（水） 

・派 遣 先／石川県鳳珠郡能登町ほか 

・派遣職員／隊員３人  

・従事内容／応援先市町村での救急活動等 

【第３次隊】 

・派遣期間／令和６年１月 23 日（火）～１月 28日（日） 

・派 遣 先／石川県輪島市、鳳珠郡能登町ほか 

・派遣職員／隊員３人  

・従事内容／応援先市町村での救急活動等 
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③ 応援給水に伴う応援派遣 

・派遣期間／【前班】令和６年１月 19 日（金）～１月 23日（火） 

      【後班】令和６年１月 23 日（火）～１月 27日（土） 

・派 遣 先／石川県鳳珠郡穴水町 

・派遣職員／各班３名 

・従事内容／自衛隊のタンク・トイレトラック・福祉施設（受水槽）への給水 

派遣地の様子（令和６年１月 19 日～１月 23 日 石川県鳳珠郡穴水町） 

  
 

④ その他応援派遣要請の状況 

【漏水調査等応援派遣】 

・派遣期間／令和６年２月 26 日（月）～３月１日（金） 

・派 遣 先／石川県鳳珠郡穴水町 

・派遣職員／３名 

・従事内容／漏水調査、管路充水・洗管作業等 

 

２ 石川県からの広域避難者の受け入れ 
兵庫県を通じて石川県より災害救助法の救助要請があり、能登半島地震で被災された方

の広域避難受け入れを実施した。本市での避難中においては、大きく体調を崩されること

なく無事退去された。（参考：別紙１、別紙２） 

 ・避難者概要／住所：石川県鳳珠郡能登町 年代：80 代 

       性別：女性 人数：１名 

 ・避 難 先／市営住宅新郷団地 

 ・受入期間／令和６年２月２日（金）～令和７年１月 25 日（土） 

 

３ 個別避難計画に基づく避難訓練の実施 
 災害時において避難行動要支援者の実効性ある個別避難計画の作成を目的とし、人工呼

吸器を使用されている常時介助が必要な児童とそのご家族、避難支援関係者らの協力のも

と、水害、停電発生を想定とした避難訓練等を実施した。 

訓練内容は、災害発生から避難を決定するまでの一連のフローを本人、ご家族及び避難

支援関係者間で内容を読み合わせることにより確認し、実際に自宅から避難先へ避難する

想定の移送訓練を行った。この訓練により、避難支援者の連絡フロー、移送支援の手法、

避難所への受入方法等を確立することができた。 

現在、本訓練結果を参考に、同様の避難行動要支援者の個別避難計画作成にも応用し、

実際の災害時において避難支援に努めている。 

・日  時／令和６年５月 15 日（水） 

・場  所／訓練対象者の自宅、住民センター 
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・参 加 者／40 名｛本人、ご家族、丹波健康福祉事務所、丹波市災害対策本部（総務

班、救護班）、丹波市（障がい福祉課、子育て支援課、健康課、くらしの安

全課）｝ 

 

４ 避難確保計画の作成 
平成 29 年６月の水防法等の改正により、浸水想定区域及び土砂災害警戒区域に該当す

る要配慮者施設で作成が義務付けられている「避難確保計画」について、未作成の事業所

に対して作成を促すとともに、作成困難な施設に対しては作成支援を行った。 

なお、未作成の施設に対しては今後も引き続き作成を促すこととする。 

令和６年 12 月１日時点の作成状況 

集計区分 対象数 作成済 未作成 作成率(％) 
浸水のみ 80 74 6 92.5 

土砂災害のみ 22 20 2 90.9 

浸水及び土砂 6 2 4 33.3 

合計 108 96 12 88.9 

 

５ 災害時避難行動要支援者名簿の作成 

  災害対策基本法第 49 条の 10に基づき、避難行動要支援者の把握及び避難支援等を実施

するための基礎とする名簿（避難行動要支援者名簿）を作成し、自治会等の避難支援等関

係者に対し名簿の提供に関する案内を行った。本市における避難行動要支援者の人数及び

その対象者に対する個別避難計画が作成されている件数については以下のとおり。 
 

令和７年１月１日現在 

災害時要配慮者の人数 12,898 人 

避難行動要支援者の人数（避難行動要支援者名簿の数） 909 人 

避難行動要支援者のうち個別避難計画の作成件数 884 件 
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６ 令和６年度に購入した備蓄物品 
本年度についても非常食の備蓄計画に基づき、５年間の長期保存が可能な非常食や毛布

等の備蓄品を購入した。 

そのまんま OK カレー 

（甘口・中辛）×300 食 

非常用圧縮毛布 

50 枚 

非常用圧縮タオルケット 

50 枚 

 
 

 

排水用エンジンポンプ 

１台 

非常用簡易トイレ 

30 個（150 回分） 
 

  

 

 

７ 協定等の締結 
 （１）災害時における医療救護活動に関する協定 

   ・相 手 方／丹波市医師会様 

   ・協 定 日／令和６年８月 29 日（木） 

   ・協定内容／市が設置する救護所等において、「傷病者に対する応急措置の実施及び

必要な医療の提供」、「トリアージ」、「救急医療機関への転送の要否及び

転送順位の決定」等の活動を要請するものである。 

丹波市医師会様との協定式 
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８ 教育関係機関との防災教育の取組 
 （１）中央小学校（５・６年生） 

   ・実施日／令和６年４月 26日（金） 

   ・内 容／防災クロスロード（こんなとき、あなたはどうする？） 

防災学習の様子① 防災学習の様子② 

  
 （２）柏原高等学校（全校生徒） 

   ・実施日／令和６年７月９日（火） 

   ・内 容／避難訓練、防災講話 

避難訓練の様子① 救護訓練の様子② 

  
 （３）竹山小学校（４年生） 

   ・実施日／令和６年６月 12日（水）、７月５日（金）、９月６日（金）計３回 

   ・内 容／丹波市豪雨災害を教訓としたマイ避難計画ワークショップ 

ドローンで学校周辺を観察 マイ避難計画ワークショップの様子 
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（４）黒井小学校（５年生） 

・実施日／令和６年 10月８日（火）、10 月 22日（火）11 月 19 日（火）、 

11 月 22 日（金） 計４回 

・内 容／地域の災害リスクと避難行動について 

防災学習の様子① 防災学習の様子② 

  
防災学習の様子③ 防災まち歩きの様子 

  
 

９ 自主防災組織等防災訓練・研修（R６.４～R６.12 月末時点） 
防災訓練・研修実施件数等／57 件（延べ参加者数：約 3,642 人） 

・訓練内容／初期消火訓練、煙体験、避難所開設訓練、防災講話など 

・実施協力／丹波市防災会 

※自主防災組織数／250 自治会（約 84％） 

防災訓練の様子（谷川８区） 防災訓練の様子（上ゲ町） 

  
 
 
 



令和６年度 丹波市防災会議資料（令和７年２月 13 日） 

 

 

資料№2 

地域別実施対象人数及び実施割合 組織別実施対象人数及び実施割合 

  
 
10 自主防災組織育成助成事業（R６.４～R６.12 月末時点） 

 自主防災組織を結成している自治会を対象に、防災資機材の購入や防災訓練を実施す

る際の材料費等を補助した。 

 補助率８割（上限額４万円） 

・交付対象自治会数／53 自治会 

・助成金総額／1,695 千円 

・主な購入資機材 

土嚢袋 簡易トイレセット 石油ストーブ 

 

 
 

 

11 自主防災組織強化事業補助金（R６.４～R６.12 月末時点） 
   自主防災組織を結成している自治会を対象に、防災活動において活用する非常用電源

の購入に要する費用等を補助した。 

  ・補助率８割（上限額 15 万円） 

・交付対象自治会数／18 自治会 

・助成金総額／1,983 千円 

 発電機 12 件 1,237 千円、蓄電池 6件 746 千円 

発電機 簡易トイレセット 
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12 丹波市防災・減災事例発表講演会 
   平成 16年台風災害から20年、平成26年丹波市豪雨災害から10年の節目の年を迎え、

過去の災害での経験と教訓を活かし、いつ起こるか分からない大災害に備え、市内にお

ける先進的な取組事例や平時に取組むべきことを発信し、市民の防災・減災意識の啓発・

高揚を図るため実施した。 

  ・実施日／令和６年 10 月 27 日（日） 

  ・場 所／ライフピアいちじま大ホール 

  ・内 容／① 防災・減災に関する取組の事例発表（３団体） 

・学校の防災教育で取組むマイ避難計画作成（竹山小学校４年生） 

・自治振興会が中心となって取組む地域防災（吉見地区自治振興会） 

・公的機関が支援する個別避難計画の取組（丹波健康福祉事務所） 

②講演 

・講師 銀座パートナーズ法律事務所 岡本 正 弁護士 

・演題 災害で被災した方を助けるお金とくらしの法制度 

  ・参加数／約 250 名 

  ・後 援／兵庫県丹波県民局、丹波市教育委員会 

①事例発表（竹山小学校） ②事例発表（吉見地区自治振興会） 

  
③事例発表（丹波健康福祉事務所） ④講演（岡本正弁護士） 
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13 防災関連イベントへの出展 
イベントを通して、防災をより身近に体験してもらうことを目的に以下の通り出展した。 

（１）SPLASH!丹波 2024 
  ・実施日／令和６年８月４日（日） 

  ・場 所／丹波年輪の里 

  ・内 容／水消火器体験、パッククッキング展示、防災グッズ展示等 

  ・協 力／丹波市防災会、丹波市栄養士会、丹波市女性消防団、丹波県民局 

イベントの様子① イベントの様子② 

  

 

（２）ミーツたんば 

・実施日／令和６年９月 29 日（日） 

  ・場 所／ゆめタウン ポップアップホール 

  ・内 容／避難所体験、水消火器体験、パッククッキング展示、防災グッズ展示 

       個別避難計画作成ブース等 

  ・協 力／丹波市防災会、丹波市栄養士会、丹波市女性消防団 

イベントの様子① イベントの様子② 
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（３）1.17「ひょうご安全の日」関連 氷上特別支援学校防災プログラム 
・実施日／令和７年１月 15 日（水） 

  ・場 所／氷上特別支援学校 

  ・内 容／煙体験訓練、避難所開設体験、ダンボールベッド体験 

   ・協 力／丹波市防災会 

イベントの様子① イベントの様子② 

  

 

（４）阪神・淡路大震災 30 年記念事業 「ひょうご安全の日」丹波地域のつどい 
・実 施 日／令和７年１月 17 日（金） 

  ・場 所／竹山小学校 

  ・内 容／防災講話、「ひょうご安全の日」丹波地域のつどい、消防ポンプ車放水、防

災学習（防災クイズ、地震体験車訓練、自衛隊車両見学・パネル展示） 

  ・実施主体／丹波県民局、丹波市立竹山小学校、震災・学校支援チーム(EARTH)、自衛隊 

柏原地域事務所、丹波市防災会、丹波市消防団 

イベントの様子① イベントの様子② 
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14 コミュニティ FM 出演による防災・減災関連情報の発信 
  市民の防災・減災意識の高揚や自助・共助の取組みを推進し、各種防災関連情報を周

知するために、FM805 たんばにくらしの安全課職員及び丹波警察署員が毎月１回出演

（第２火曜 19時 00 分に放送）し、防災、消防、交通、消費者問題についての様々な情

報を発信した。 

ラジオ出演の様子 

 
 

15 職員対象の防災訓練 

（１）職員防災訓練 
   出水期を迎えるにあたり、令和６年度の支部配備職員を各庁舎に参集させ、各班のメ

ンバー確認及び担当業務の打ち合わせを行うとともに、本部からテレビ会議・IP トラン

シーバー・ArcGIS「Survey123」アプリを用いて情報発信を行う操作訓練を実施した。 

   ・実施日：令和６年５月 11日（土）午前７時 00 分～午前９時 00分 

訓練の様子① 訓練の様子② 

  
 

（２）防災担当職員の専門研修受講 

 研修名 参加者 

L アラート全国合同訓練 防災係職員 

避難行動要支援者・個別避難計画に関する実務研修 防災係職員 

兵庫県市町職員防災基本研修 防災係職員 

気象防災ワークショップ（神戸地方気象台主催） 防災係職員 

災害対策専門研修 防災係職員 

兵庫県家屋被害認定士養成講座  防災係職員等 
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16 家屋被害認定士の養成（市職員） 
罹災証明書発行の前提となる家屋被害認定調査の実施にあたり、迅速化と統一化を担保

し、十分な知識と技術を備え、即時に被害調査に従事できる人材を育成することを目的に

兵庫県が実施している。今年度もくらしの安全課職員１名と税務課職員１名が受講し、新

たに家屋被害認定士に認定された。 

・総養成者数／119 名（Ｒ06.4 月時点）＋２人＝121 人 

 

17 防災用品の寄贈 
（１）丹波ひかみ農業協同組合 

   ・寄 贈 日／令和６年３月４日（月） 

 ・寄贈物品／ポータブル電源６台 

寄贈式の様子 

 
 

（２）株式会社タケウチ未来製工 

   ・寄 贈 日／令和７年１月 28 日（火） 

 ・寄贈物品／eco リサイクル土のう「ミライエ」 

寄贈式の様子① 寄贈式の様子② 

  

 



別紙１

Administrator
長方形



別紙２

Administrator
折れ線
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丹波市災害配備体制の変更について 
 

 

 丹波市は合併以降、広域な市域面積と地域ごとの災害警戒及び対応を迅速にするため、旧

町役場勤務経験者を中心とした地域単位の６支部を編成する初動体制としています。 

 しかしながら合併後約 20 年が経過し、旧町役場勤務経験職員の減少と職員の居住地の偏り

による災害経験、地理把握の低下など、支部体制で発揮されていた機能の継続・維持が困難

となっていました。 

 そのため、支部体制の課題を解決し現状に合った体制編成を行うとともに、幅広い職員が

災害対応経験を積み重ねられるよう、令和７年度からの災害配備体制の初動について、以下

の通り変更します。 

 

 

１ 見直し方針 
(１) 河川水位、降雨量などを基準に現状の時系列に合った配備該当基準へ見直す。 

(２) 警戒配備の段階で巡視活動、避難所開設等が可能な人員を配置する。 

(３) 支部の班業務を集約する。 

(４) 職員の災害対応の経験年数等を考慮した体制とする。 

(５) 警戒配備が長期化した場合、配備職員を交代させる。 

（６） 第２号及び第３号配備の職員を災害状況により流動的に他支部へ配備する。 

 

２ 配備該当基準の見直し 
 兵庫県の配備体制となる水防指令（第１号～第３号）を目安とする基準から、河川ごとの

水位を基準とする水防警報（第１号～第４号）及び降雨量（時間雨量、累計雨量）を基準とす

る配備該当基準に見直します。 
 

〇災害配備該当基準（風水害）の変更 

 現 行 令和７年度～ 

連絡員待機 ①大雨、洪水、暴風又は大雪の警報が発

表されたとき【自動参集】 

②台風の接近又は前線の影響等に伴っ

て大雨、洪水、強風（暴風）の注意報

又は警報が発表されたときであって、

くらしの安全課長が必要と認めたと

き 

変更なし 

 

 

準備配備 ①大雨、洪水の警報が発表され、かつ水

防指令第１号が発令されたとき 

【自動参集】 

大雨で市内のいずれかの河川が水防団

待機水位（水防警報第１号基準水位）に

達し、さらに水位上昇が予想されるとき 
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〇警戒本部

設 置 

警戒配備 

①大雨、洪水の警報が発表され、かつ水

防指令第２号又は水防警報第１号が

発令されたときであって、生活環境部

長又は総務部長が必要と認めたとき 

②比較的軽微な規模の災害、若しくは、

局地的な災害が発生したとき、又は市

長が特に必要と認めるとき 

１ 市内のいずれかの河川が氾濫注意

水位（水防警報第３号基準水位）に

達し、さらに水位上昇が予想され、

生活環境部長が必要と認めたとき 

２ 市内のいずれかの観測所で時間雨

量 40 ミリ以上を観測又は累計雨量

が 100 ミリを超過すると見込まれ、

生活環境部長が必要と認めたとき 

３ 軽微な規模の災害、局地的な災害が

発生し、市長が必要と認めたとき 

 

上記１～３のいずれかに該当したとき 

〇対策本部

設 置 

第１号配備 

①大雨、洪水、暴風、大雪、及び暴風雪

により人的被害、家屋被害を伴う災害

が発生し、又はその発生が予想される

とき 

②大雨、暴風等気象に関する特別警報が

発表されたとき 

③気象情報や、災害発生状況又は突発性

災害の発生により、市長が必要と認め

るとき 

④水防指令第３号又は水防警報第２号

が発令されたとき 

１ 大雨、洪水、暴風により人的被害、

家屋被害が発生又は発生が予想さ

れるとき 

２ 丹波市に土砂災害警戒情報が発表

されたとき 

３ 市内のいずれかの河川が氾濫危険

水位に達し、さらに水位上昇が見込

まれるとき 

 

上記１～３のいずれかに該当したとき 

第２号配備 第１号配備体制では対処できない規模

に災害が拡大するおそれがあるとき 

第１号配備体制では対処できない規模

に災害が拡大するおそれがあるとき 

（参考）特別警報の発表、氾濫発生情報

など 

第３号配備 市内全域にわたる災害が発生し、局地的

な災害であっても被害が特に甚大なと

き 

１ 第２号配備体制で対処できない規

模に災害が拡大するおそれがある

とき 

２ 班活動への円滑な引継ぎに人員が

必要なとき 
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３ 配備体制等の変更 
(１) 警戒配備の段階で避難所開設、警戒巡視活動、軽微な応急対応等の活動が可能な体

制とします。 

(２) 現状の支部の５班体制を総務班、救護班、機動班の３班体制に変更し、業務を集約し

ます。（表１参照） 

(３) 第２号配備時点の配備人数は各支部、支部長以下 40 名を確保します。（表２参照） 

 

 

〇表１ 各班の主な担当業務 

 担当業務 

支部長 
・支部の防災活動の総括、指揮 

・支部配備職員の追加配備等の判断、指示 

総務班 

・支所庁舎機能の確保 

・本部との連絡・調整 

・市民からの通報対応 

・被害情報等の担当部署、関係機関等への伝達 

・地域内の被害情報収集、記録（Servey123、ArcGIS の入力、操作） 

・救護班、機動班との連携、調整 

・消防団支団との連携・調整（消防団係） 

救護班 ・避難所の開設、運営 

機動班 

・地域内の警戒活動、要警戒箇所の巡回 

・被害現場確認 

・通行止め等、被害現場の応急対応 

・建設部、消防団支団との情報共有、連携 

 

 

〇表２ 支部の体制別配備人数 

 

 

 

全体 支部長 総務班 救護班 機動班 情報収集班 資材調達班

現行 R７～ 現行 R７～ 現行 R７～ 現行 R７～ 現行 R７～ 現行 R７～ 現行 R７～

連絡員待機 2 ― 2 ―

準備配備 4 5 1 3 3 ― 2

警戒配備 4 16 1 1 3 3 3 9

第１号配備 14～21 28 1 1 4～8 6 3 6 2～4 15 2～4 2～3

第２号配備 39～58 40 1 1 6～8 9 9～17 9 9～13 21 8～12 5～10

第３号配備 59～71 54～65 1 1 6～10 ― 12～22 ― 11～15 ― 11～16 7～13

※　現行の配備人数は各支部の最小値～最大値で、合計は一致しない。
※　R07～の第３号配備は各班の指定はしていない。



令和６年度 丹波市防災会議資料（令和７年２月 13 日） 

 

 

資料№３ 

 

〇各体制の配備対象職員（風水害） 
（１）本部及び所属部の配備対象職員 

 現 行 令和７年度～ 

連絡員待機 くらしの安全課長、防災係長及び

係員、消防団係長 

くらしの安全課長、防災係職員及びくら

しの安全課長が指名する職員 

【自動参集】 

建設部連絡員職員 

準備配備 生活環境部長、総務部長、 

福祉担当部長、建設部長、 

総務課長 

くらしの安全課長及び課職員 

生活環境部長 

くらしの安全課全職員 

 

建設部長 

道路整備課長及び道路整備課長が指名

する職員 

河川整備課長及び河川整備課長が指名

する職員 

〇警戒本部

設 置 

警戒配備 

市長、副市長、教育長、技監兼入

札検査部長、生活環境部長、総務

部長、ふるさと創造部長、まちづ

くり部長、健康福祉部長、福祉担

当部長、産業経済部長、建設部長、

上下水道部長、教育部長、消防長、

消防団長、筆頭副団長、くらしの

安全課長及び課職員、総合政策課

長及び課長が指名する職員、総務

課長及び課長が指名する職員 

【本部】 

市長、副市長、教育長、技監 

部長、消防長、会計管理者、 

議会事務局長 

（支部長は該当支部に参集） 

消防団長、筆頭副団長 

災害警戒本部事務局名簿記載の職員 

（総務課長、総合政策課長、環境課長） 

 

【所属部配備】 

所属部配備で部長又は課長が指名する

職員（上下水道部、教育部等） 

〇対策本部

設 置 

第１号配備 

市長、副市長、教育長、理事、技監

兼入札検査部長、生活環境部長、

総務部長、ふるさと創造部長、ま

ちづくり部長、財務部長、健康福

祉部長、福祉担当部長、産業経済

部長、建設部長、消防長、上下水

道部長、教育部長、議会事務局長、

会計管理者、消防団長、筆頭副団

長、くらしの安全課長及び課職員、

総合政策課長及び課長が指名する

職員、総務課長及び課長が指名す

る職員 

警戒配備に準ずる。 

第２号配備 第１号配備に準ずる。 第１号配備に準ずる。 

第３号配備 第１号配備に準ずる。 第１号配備に準ずる。 

 

★所属長は被害状況により、担当する班

の活動準備又は活動を始める。 
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（２）支部の配備対象職員 

 現 行 令和７年度～ 

連絡員待機 各支所長、支所係長等 

 

【２人】 

★支所長が指名する職員 

（くらしの安全課長が必要と認める

とき） 

準備配備 支部長 

支所長、支所係長等 

消防団係職員      【４人】 

総務班（３人） 

機動班（２人） 

【５人】 

〇警戒本部

設 置 

警戒配備 

各支部において選出された職員 

 

消防団員（職員と兼務の場合、班

長以上の役職にあるものは、消防

団員としての役割を優先し、その

他の団員は、職員としての役割を

優先する。以下同じ。） 【４人】 

支部長 

総務班（３人） 

救護班（３人） 

機動班（９人） 

【最大 16人】 

消防団各支団専任副団長、副団長 

〇対策本部

設 置 

第１号配備 

各支部において選出された職員 

（３割程度） 

 

 

 

【最大 14～21 人】 

〇支部の第１号配備職員 

支部長 

総務班（６人） 

救護班（６人） 

機動班（15 人） 

【最大 28人】 

★ 長時間の警戒時は、警戒配備職員と

交代する。 

第２号配備 各支部において選出された職員 

（５割程度） 

 

 

 

【最大 39～58 人】 

〇支部の第２号配備職員 

支部長 

総務班（９人） 

救護班（９人） 

機動班（21 人） 

【最大 40人】 

★各支部の災害発生・対応状況により、

所属支部以外の支部へ配備する。 

第３号配備 全職員 〇全職員を災害対応に配備 

 配備先は、各支部の災害発生状況によ

り本部から指示する。 

 支部体制から班活動への円滑な引継

ぎを確保する。 

★各支部の配備、参集人数は上記を目安に支部長、各班長で決定する。 

 

（３）排水機場等の配置職員 

 次の排水機場に建設部以外の職員を配置する。配置・交代等の指示は建設部が行う。 

【柏原】母坪排水機場（２人） 

【氷上】高谷川樋門・横田排水機場（２人）、稲継排水機場（２人）、 

犬岡排水機場（４人）甲南排水機場（２人）、白山排水機場（２人） 

【春日】三宝ダム（建設部河川整備課で対応） 

【市島】市島中央排水機場（２人）  
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資料№３ 

 

４ 支部体制から本部の班体制について 
  支部体制は初動時に部署を超えた人員を集中配置し、警戒から応急対応、緊急一時避難

場所の開設などの市民対応を中心とした役割を担います。 

住家被害や被災避難者の発生、公共施設被害など、被害発生により、以降の対応が必要

な事案については通常部署を基礎とする「班」で対応するものであり、支部体制から班体

制への切替えは災害対策（警戒）本部会議で決定します。 
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 資料№４ 

 

令和７年度 防災・減災に係る取組、事業の予定 

 
１ 防災情報アプリの研究 
   防災行政無線で発信する情報を補完する「防災情報アプリ」の運用に向け、アプ

リ仕様等について研究・検討を行います。 

    

２ 災害配備体制の見直しに係る職員訓練及びマニュアル作成 
令和７年度からの災害配備体制変更に向けて、各班の職員訓練及びマニュアル作 

成を行います。 

 

３ 小学校を会場とする避難所開設訓練の実施 
   大規模災害の発生を想定し、小学校を避難所として開設・運営するための手順及

び関係機関との連携を確認するため、避難所開設訓練を実施します。 

  〇会場：丹波市立北小学校（予定） 

  〇内容：避難所の開設・運営訓練、関係機関との連携 

防災体験訓練、防災グッズ展示など 

 

４ 「心 つなぐ」防災の日イベント（親子でつくろう！わが家の避難計画） 
   ８月 16 日の防災の日にちなみ、親子で住まいの災害リスクを確認し、家族構成

に応じた避難計画を考えるイベントを自治協議会の拠点施設で開催を予定してい

ます。 

  〇会場：自治協議会拠点施設 

  〇内容：小学生とその親を対象に、防災マップを活用して住まいの災害リスクを確

認し、家族全員のその時の行動の確認、避難計画を考えるワークショップ

を丹波市防災会との連携事業として実施します。 

 

５ 避難行動要支援者名簿の更新及び個別避難計画の作成 
   大規模な災害が発生した際に、高齢者や障害者などの要配慮者のうち、避難につ 

いて特に支援を必要とする避難行動要支援者の把握し、名簿を作成するとともに、 

個別避難計画の作成を進めていきます。 

 

６ 防災備蓄品の購入 
   令和６年１月１日に発生した能登半島地震の経験と教訓を踏まえ、特に避難所対

策用品及び衛生用品の充実を図ります。 

 


